







































































































































































































































































































































































































































































































































































































































６）Fitzgerald,J., Moving up in the New Economy: Career Ladders for U.S. Workers, ILR Press, 
２００６.（邦訳：筒井美紀・阿部真大・居郷至伸訳『キャリア・ラダーとは何か：アメリ
カにおける地域と企業の戦略転換』勁草書房，２００８年。）
７）深尾京司「非正規雇用がどんどん増えて，日本社会は大丈夫なの？」『週刊エコノミス
ト』９１巻４８号，２０１３年１０月２９日，pp.３２－３３.
８）例えば政府規制改革会議雇用ワーキング・グループ報告（２０１３年５月）では「無期雇用，
無限定社員，雇用終了ルールである解雇権濫用法理の三要素は，相互に強い補完性
を有し，正社員改革を困難にしてきた。このため，正社員改革の第一歩として，職
務，勤務地，労働時間等が特定されている『職務等限定正社員』，いわゆるジョブ型
正社員を増やすとともに，その雇用ルールの整備を早急に進めるべきである」と述べ
ている。
９）内閣府『平成２５年版経済財政白書』２０１３年。
１０）厚生労働省『非正規雇用労働者の能力開発抜本強化に関する検討会報告書』２０１２年１２
月。
１１）日本生産性本部『社員の多様化をいかす人事管理の構築』（「これからの雇用処遇研究
会」報告書），２０１３年１１月。
１２）なお，本報告において，今後力を入れるべきキャリア開発支援策として具体的に提
示されているのは，人事管理部門によるキャリア形成支援（人事管理部門の社内キャ
リア・コンサルタント化）のみである。キャリア・コンサルタントの活用が全体とし
て進んでいない状況を鑑みれば，これはある程度肯首できる主張かもしれないが，
それだけで非正規雇用労働者のキャリア開発に拍車がかかると考えられているとす
れば，いささか楽観的すぎると言えよう。
１３）同法第４条では，「事業主は，その雇用する労働者に対し，必要な職業訓練を行うと
非正規雇用労働者のキャリア開発支援をめぐる諸問題　　（澤田）
－１１５－
Ⅳ　小括と今後の議論の方向性
本稿では，主として『能力開発基本調査』のデータから明らかとなった非正
規雇用労働者に対するキャリア開発支援の現状と問題を整理するとともに，
政府・行政等による分析の中でそれがどの程度活かされているのかを，直近
の報告書や提言等を見ることによって，検証してきた。そして，そこには問
題認識や目指す方向性に齟齬や理解不足があることを確認した。
ともに，その労働者が自ら職業に関する教育訓練又は職業能力検定を受ける機会を
確保するために必要な援助その他その労働者が職業生活設計に即して自発的な職業
能力の開発及び向上を図ることを容易にするために必要な援助を行うこと等により
その労働者に係る職業能力の開発及び向上の促進に努めなければならない。」と定め
られている。
１４）私見では，キャリアアップのための研修等に費やす時間や労力の確保には，派遣先
と派遣元が共同責任を負う形をとらなければ，その実現は困難が伴うものと思われ
る。
１５）詳細は澤田　幹「前掲稿」を参照のこと。
１６）労働政策研究・研修機構『壮年期の非正規労働：個人ヒアリング調査から』（資料シ
リーズNo.１２６，２０１３年９月。
１７）正社員転換制度が抱える現状と問題点については，例えば李青雅が労働政策研究研
修機構の『多様な就業形態に関する実態調査』（JILPT調査シリーズ８６），２０１１年の
データに基づいて，とくに「一貫正社員」（当該企業に正規雇用として勤務し続けてい
る従業員）と「内部転換社員」（当該企業に非正規雇用として雇用された後に正社員転
換を果たした従業員），「外部転換社員」（外部採用者）の間に存在する賃金格差，教育
訓練格差等について分析を行っている。それによれば，賃金は内部転換が低く抑え
られていること，また転換者全般と一貫正社員の間の賃金格差は年齢とともに広が
る傾向にあること，外部転換の場合は教育訓練の機会が少ないこと，そしてこれら
の格差が転換社員の仕事に対する満足感を低下させているとのことである。つまり，
正規雇用への転換を果たしたことが彼等の期待感の高まりにつながるため，賃金や
教育訓練に格差の実態があることが露呈した際に，かえって不満が大きくなる可能
性があるとの指摘である。この研究からは，正社員転換制度を考える際に重要なのが，
導入率，実施率の向上だけでなく，実施後のフォローであるとの知見が得られている，
という意味で注目すべきであろう。（李青雅「正社員転換とその後の課題」労働政策研
究・研修機構前掲報告書（２０１２），pp.２４５－２６７. 
金沢大学経済論集　第３４巻第２号　　２０１４.３
－１１６－
ただ，『能力開発基本調査』の質問項目はきわめて多岐にわたるものであり，
本稿の研究目的と関連する部分についてだけみても，教育訓練休暇制度，キャ
リア・コンサルティング，職業能力評価制度等についての詳細な分析は手つ
かずのままである。また，ジョブカード等，政府が別途推進しようとしてい
る制度についての検討も課題として残されている。既に述べてきたように，
これらを包括的に検証することによって，はじめて彼等のキャリア開発をど
のように支援していくのかという現実的施策の方向性が明らかになるはずで
あるので，この点については，今後の研究課題としたい。
また，この問題をCSRや労働者の人権問題の中でより深く議論することも
当然ながら必要である。とくに，これを基本的人権の一環として位置づけて
いこうとする動きは，労働法等の分野で進み始めている。例えば，川田知子１）
による研究では，日本国憲法で保障されている個人の尊厳（１３条），平等権（１４
条），生存権（２５条），労働権（２７条）に立ち返って非正規雇用に関する法政策を
策定する必要があると主張する。そして具体的には，雇用の安定，公正な処
遇，多様な働き方の自律的選択という３つの柱をその理論的基礎として設定
している。また，労働市場機能を中核に据え，そこでの労働者の自由な選択
の上に雇用の安定化を図ろうとする場合，キャリア権という新たな概念の措
定が必要になると述べていることも注目される。
また，毛塚勝利２）は，労働契約法２０条が有期労働契約者と無期労働契約者
との間の不合理な労働条件の相違を禁止していることに着目し，雇用管理区
分によって処遇格差が生まれている問題について「平等取扱アプローチ」３）を
もって接近すべきであることを主張している。「正規・非正規の二元的雇用管
理」が不安定な非正規雇用労働者を増大させるだけでなく，正規雇用労働者の
働き方の改革を遅らせてきた，として，この問題への早期の取り組みを提言
しているのである。
労働政策研究・研修機構による２００８年調査４）などに基づいて労働者の立場
からの分析を行った小杉礼子・原ひろみ５）は，彼等が非正規のまま同じ職場
にとどまりつづけても仕事のレベルは高まらず，展望が拓けないこと，正規
雇用への転換を希望している比率が高まっていることを踏まえて，ジョブ
カード制度等を利用した実践的な能力開発機会の提供と職業能力が社会的に
非正規雇用労働者のキャリア開発支援をめぐる諸問題　　（澤田）
－１１７－
評価される仕組みとしての「職業能力評価制度」の普及を，すすめるべき政策
として提起している。
これらの先行研究を踏まえつつ，人的資源管理という枠組みの中で非正規
雇用労働者をどのように位置づけるべきなのか，そして，個別企業の努力に
限界があるとするならば，労働政策・社会政策としてどのような方向性を見出
すべきなのかについて検証していくことが，筆者の今後の課題となるだろう。
【注記】
１）川田知子「非正規雇用の立法政策の理論的基礎」『日本労働研究雑誌』６３６号，２０１３年
７月，pp.４－１３.
２）毛塚勝利「非正規労働の均等処遇問題への法理論的接近方法：雇用管理区分による処
遇格差問題を中心に」『日本労働研究雑誌』６３６号，２０１３年７月，pp.１４－２５.
３）毛塚によれば，それは①特段の理由がない限り，同一賃金処遇制度をとること（同一
賃金原則），②処遇制度を異にする場合でも，乗換可能にすること（制度間調整原則），
③賃金処遇制度の異同を問わず，すべての労働者の処遇に際して，職務均衡性およ
び時間均衡性を確保すること（均衡処遇原則）の３つによって構成される。
４）労働政策研究・研修機構『働くことと学ぶことについての調査』２００８年。
５）小杉礼子・原ひろみ『非正規雇用のキャリア形成：職業能力評価社会をめざして』勁
草書房，２０１１年。

